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福島県優良土木・建築工事表彰事務取扱要領の運用基準 

（目 的） 

第１条 関係 

 

 

 

 

（表彰の対象工

事）第２条 関係 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 土木部における優良土木建築工事の範囲とは、 

 土木部内において設計監督等を行ったものか、あるいは他の部局よ

り依頼され実施した工事(受託工事)で、契約権者が知事等(知事、教

育長、県警本部長、公所長、共済組合支部長等)であること。 

 

（１）入札参加資格制限等に該当する施工者とは、 

  労災事故、汚職などにより入札参加資格制限等を受けた者を指

し、また、国及び市町村の措置による入札参加資格制限等を受けた

者、及び会計検査院の指摘を受けた施工者も同様とする。 

（２）会計検査院の指摘とは、 

  会計検査院でいう検査報告の不当事項、処置要求、改善処置済事

項及び特記事項をいう。 

（３）多年度にわたる工事（継続工事）とは、 

  同一施工者（ＪＶを含む）が、継続して一つの工事（本体及びそ

れに付随する工事）を完成させるものをいう。 

 （イ）砂防堰堤、ダム工、トンネル、橋梁上部工、下部工等の工事

を多年度に亘り継続して施工し、完成をもってその目的が達成

されるような構造物は、その完成年度を対象に表彰するものと

する。なお、複数の施工者によって完成したものは対象となら

ない。 

 （ロ）多工種を含む工事で、本体と異なる施工者が完成させた付帯

する工事は、それぞれの該当する部門で表彰することができる。 

 （ハ）暫定及び短延長等の工事は、それぞれの区間の完成後に表彰

することができる。 

 （ニ）道路、河川改良工事等で、長い

区間を多年度に亘り継続施工す

る工事は、その年度ごとに表彰す

ることができるものとし、対象と

なる延長の目安は表－１とする。 

 

 

 

 

 

部　門 施工延長
道　路 100m程度
河　川 50m程度

砂防(流路工) 50m程度

表－１
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（表彰の推薦） 

第４条 関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）その他、対象工事について疑義が生じた場合は、推薦の段階で技

術管理課と協議を行うものとする。 

（５）共同企業体とは、 

  工事等請負有資格者名簿に登録された共同企業体（経常建設共同企

業体）、及び特定の工事を目的としてその工事ごとに結成された共同

企業体（特定建設工事共同企業体）をいう。 

（６）共同企業体における表彰の対象について 

  共同企業体にかかる工事については、構成する県内企業が要領第２

条の各号に該当する場合は表彰の対象とする。 

 

１ 「福島県優良土木・建築工事表彰審査書」の項目のうち出来形、出

来ばえ及び創意工夫とは、下記のことをいう。 

（１）出来形 

 出来形が、測定項目、測定基準及び規格値を満足していること。 

（２）出来ばえ 

（イ）全体の仕上がりが良いこと。 

（ロ）細部まで丁寧に仕上げられていること。 

（３）創意工夫 

 各現場個々の特性を踏まえ、下記のような創意工夫を行った工事。 

（イ）工程管理（作業工程などにおいて創意工夫を行い、工期短縮し

た工事） 

（ロ）品質管理（品質管理に創意工夫を行い、品質が特に良好な工事） 

（ハ）安全対策（安全対策、安全教育、訓練等において創意工夫し安

全に施工された工事） 

（ニ）環境対策（騒音、振動、水質汚濁、粉塵、悪臭、動植物、自然

景観等への創意工夫を行うなどの配慮をした工事） 

（ホ）施工者が自ら新技術の導入を提案している。 

（ヘ）積極的な地元対策を実施し、良好な対外関係を築くなど、上記

以外の項目においても、他の模範となる創意工夫や配慮を行って

いる。 

２  「福島県優良土木・建築工事表彰審査書」の項目のうち低入札価格

調査制度該当工事は、重点監督等の状況について十分考慮した上で推薦

するものとする。 

３ 推薦にあたっては、外部に漏えい等が生じないよう適切に管理する

こと。 
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（委員会の審査） 

第６条 関係 

 

１ 要領第６条第４項の現地審査に関し、下記の事項を定める。 

（１）各班における現地審査 

  現地審査は、複数の班編成において行うこととする。 

（２）班の編成 

  班長１名、原則として班員１名とする。 

（３）班長及び班員の指名 

  班長は、委員の職にある者のうちから１名、班員は、委員の職にあ

る者及び審査部門の事業を所管する工事主務課職員のうちから原則

として１名を委員長が指名する。 

（４）工事主務課職員とは 

  原則として現地審査対象部門の事業を所管する各課長・室長、若し

くは主幹をいう。 

（５）日程 

  各建設事務所現地審査個所図より調整し決定する 

２ 要領第６条第５項の「第２次書類審査」に関し、下記の事項を定め

る。 

（１）評価点のとりまとめ 

  各班の現地審査箇所表の評価点を現地審査結果表にとりまとめる。 

  ※現地審査箇所表及び現地審査評定表は、各班で工事ごとに   

一枚ずつ作成する。（合議制） 

（２）優良工事の選定 

   低入札価格調査制度該当工事の評価点を減点するものとする。 

  その上で、部門別に評価点の高い順に整理し、９０点以上の工事の

中から、表彰対象工事を選定し知事に推薦する。 
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（表 彰） 

第７条 関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知事表彰工事（優良建設工事） 

（１）表彰対象工事は、該当のない部門については表彰をさけるものと

する。 

また、同一部門内に優秀な工事が多くある場合には複数でもよい

が、全部門の総件数は２９件以内とする。 

（２）３箇年連続で受賞した施工者には知事特別賞を授与するものとす

る。この場合の連続受賞については、農林水産部及び土木部双方の優

良建設工事に適用する。 

   なお、単独受賞による場合のみを対象とし、共同企業体による構成

員としての受賞は対象としない。 

   また、知事特別賞を受けた年度を含む３箇年は、再受賞することは

できない。 

（３）表彰は、知事の定める期間に実施するものとする。 

（４）表彰する年度において、表彰決定日までに、入札参加資格制限措

置等に該当する重大な事故等を発生させた施工者にかかる工事は表

彰から除外するものとする。（共同企業体の場合は、事故等を発生さ

せた構成員のみ除外する。） 

   また、表彰決定日までに、発生させた事故等で表彰決定日後に、

入札参加資格制限措置を受けた施工者にかかる工事は表彰の効力を

失効する。（共同企業体の場合は、入札参加資格制限措置を受けた構

成員のみ失効する。） 

   なお、出先機関の長等は、推薦した企業が推薦から表彰決定日まで

に現場内事故や不適合工事を起こした場合は、速やかに技術管理課へ

報告するものとする。 

（５）平成２５年度表彰から当面の間（東日本大震災における災害復旧

工事が概ね完了した年度の翌年度まで）は、災害復旧工事（災害関連

事業、災害復旧助成事業、建築における改築工事は除く）は通常工事

（災害復旧工事以外の工事）と区別して審査するものとする。 

（６）共同企業体にかかる工事については、要領第２条の各号に該当す

る構成員のみ表彰するものとする。ただし、県内企業と県外企業間の

共同企業体にかかる工事については、県内企業のみ表彰するものとす

る。 

 

 

 



（補 則） 

 附 則 

 

 

 優良工事に準ずる工事 

（１）優秀な工事であったが、知事表彰とならなかった工事については、

準ずる工事として、優良工事審査委員長名で表彰することができる。 

（２）施工者等への通知は別紙のとおりとする。 

 

この運用基準は、昭和６３年 ４月 １日より適用する。 

 この運用基準は、平成 ５年 ４月 １日より適用する。 

 この運用基準は、平成 ６年 ４月 １日より適用する。 

 この運用基準は、平成 ９年 ７月１５日より適用する。 

 この運用基準は、平成１３年 ４月 １日より適用する。 

 この運用基準は、平成１５年 ４月 １日より適用する。 

 この運用基準は、平成１６年 ４月 １日より適用する。 

 この運用基準は、平成１７年 ７月 １日より適用する。 

 この運用基準は、平成１８年１１月１３日より適用する。 

 この運用基準は、平成１９年 ４月１０日より適用する。 

 この運用基準は、平成２０年 ２月１５日より適用する。 

 この運用基準は、平成２２年 ３月１０日より適用する。 

 この運用基準は、平成２３年 ３月１０日より適用する。 

 この運用基準は、平成２５年 ６月 ３日より適用する。 

 この運用基準は、平成２７年 １月 ５日より適用する。 

 この運用基準は、平成２８年 １月 ４日より適用する。 

 この運用基準は、平成２９年 １月３１日より適用する。 

 この運用基準は、平成３０年 １月２９日より適用する。 

この運用基準は、平成３１年 ３月２２日より適用する。 

この運用基準は、令和 ２年 ３月２７日より適用する。 

この運用基準は、令和 ４年 ４月 １日より適用する。 

 

 


